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国家税務総局が非居住者企業に

よる財産の間接譲渡に係る所得

税処理に関する公告を発布 
中国の国家税務総局（以下「国税総局」）は 2015年 2月 6日に「非居住

者企業による財産の間接譲渡に係る企業所得税の若干の問題に関する公

告」（国家税務総局公告 2015 年第 7 号、以下「7 号公告」）およびその

解釈を公布した。国税総局は 2009 年に「非居住者企業の持分譲渡所得

に係る企業所得税管理の強化に関する通知」（国税函[2009]698 号、以下

「698 号文」）、2011 年に「非居住者企業の所得税管理の若干の問題に関

する公告」（国家税務総局公告 2011 年第 24 号、以下「24 号公告」）を

公布したが、7 号公告において、非居住者企業による中国居住者企業の

持分等の間接譲渡に係る税務処理について改めて規定した。 

698 号文の規定によれば、非居住者企業が直接または間接に中国居住者

企業の持分を保有する中国国外の中間持株会社の持分を譲渡する場合、

もし中国の税務機関がその取引に合理的な事業目的がないと認定すれ

ば、当該取引は中国居住者企業の持分を直接譲渡するものとみなされ、

非居住者企業に中国での企業所得税の納税義務が生じることになる。24

号公告には 698号文の一部の条項に関する解釈が含まれている。 

7 号公告は、非居住者企業による中国居住者企業の持分等の間接譲渡に

係る所得税の処理についてより包括的に規定したものであり、当該公告

の公布により 698 号文および 24 号公告の一部の条項は失効する。7 号

公告は公布日から施行され、まだ税務処理が行われていない公布以前の

取引にも適用される。よって、7 号公告の規定は将来および過去の取引

に影響を与えることになる。 

7 号公告の要点 

1. 適用範囲 

7号公告の第 1条では、「非居住者企業が合理的な事業目的のない取引ス

キームの実施を通じ、中国居住者企業の持分等の財産を間接的に譲渡

し、企業所得税の納税義務を回避する場合、企業所得税法第 47 条の規

定に従い、当該間接譲渡取引の性質を改めて定め、中国居住者企業の持

分等の財産を直接譲渡するものとみなす」と規定しており、これは 698

号文の趣旨とも一致する。 

“中国居住者企業の持分等の財産”とは、非居住者企業が直接保有した

場合には、その譲渡によって取得した所得に対し、中国税法の規定に従

って中国で企業所得税を納付しなければならないものであり、“中国課

税財産”と総称され、以下を含むとされている。 

 中国国内の機構、場所の財産 

 中国国内の不動産 

 中国居住者企業の権益性投資資産 
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698 号文では“中国課税財産”という用語は用いられておらず、中国居住者企業の持分の間接譲渡のみに言

及している。よって、7 号公告により中国で課税される可能性のある財産の間接譲渡の範囲は広がったこと

になる。 

7 号公告では、“中国課税財産の間接譲渡”の概念についても定義している。即ち、非居住者企業が直接ま

たは間接に中国課税財産を保有する中国国外の中間持株会社（中国国外で登録された中国居住者企業を含

まない、以下「中国国外企業」）の持分およびその他の類似の権益（以下「持分」と総称）を譲渡すること

により、中国課税財産を直接譲渡したのと同じまたは近い結果が生じる取引をいい、非居住者企業の再編

によって中国国外企業の株主が変更される場合を含む。よって、関連の取引が 7 号公告にいう中国課税財

産の間接譲渡に該当するか否かを判断するために、当該取引の実質を分析する必要がある。 

7号公告の第 5条では、実質的なセーフハーバールールとして、以下の 2つの場合には第 1条の規定は適用

されないとしている。 

（1） 非居住者企業が公開市場で同一の中国国外の上場企業の持分を売買することにより、中国課税財産

の間接譲渡による所得を得る場合 

（2） 非居住者企業が中国課税財産を直接保有し、かつ譲渡する場合、適用される租税条約または協定の

規定に基づき、当該財産の譲渡所得が中国において企業所得税を免除される場合 

2. 取引の報告 

698号文にあった間接譲渡取引の報告に係る要求は、7号公告によって大きく変更された。 

 義務的な報告から自主的な報告への変更 

698 号文では、一定の要件を満たす間接譲渡取引は中国の税務機関に報告しなければならないとされて

いたが、7 号公告ではどのような間接譲渡取引に対してもそのような報告義務は課せられていない。代

わりに、関連の当事者は間接譲渡取引を中国の税務機関に報告するか否かを自ら選択することができ

る。 

 取引の報告者の拡大 

698 号文では、間接譲渡を行う国外投資者（実際の支配者）、即ち譲渡者である非居住者企業のみに対

して取引の報告義務を課していたが、7 号公告の規定によれば、取引の当事者双方および持分が間接的

に譲渡される中国居住者企業はいずれも中国の税務機関に間接譲渡取引ついて報告することができ

る。また、7 号公告では、中国の税務機関は中国課税財産の間接譲渡取引の当事者双方、持分を間接的

に譲渡される中国居住者企業および取引のプランニングに関与した者に対して、間接譲渡取引に関す

る資料の提出を求めることができると規定されている。これは税務アドバイザーに影響を与える大き

な変更といえる。 

3. 合理的な事業目的の判断 

698 号文と比べ、7 号公告では“合理的な事業目的”の判断に関するより詳細な指針が与えられている。7

号公告では、“合理的な事業目的”の有無を判断する際に考慮すべき要素を列挙し、特定の状況がある場合

には直接に“合理的な事業目的がない”と認定する旨を規定する一方、グループ内再編に適用されるセー

フハーバールールについても規定している。 

考慮すべき要素 

7 号公告の第 3 条では、合理的な事業目的の有無を判断する際には、中国課税財産の間接譲渡取引と関連す

る全てのスキームを全体として考慮し、実際の状況も踏まえ、以下の関連要素を総合的に分析しなければ

ならないとしている。 

 中国国外企業の持分の主な価値が直接または間接に中国課税財産から生じたものであるか否か 

 中国国外企業の資産が主に直接または間接の中国国内での投資から構成されているか否か、あるいは

その取得する収入が主に直接または間接に中国国内を源泉としているか否か 

 中国国外企業および直接または間接に中国課税財産を保有する傘下企業が実際に履行する機能および

負担するリスクが、企業の組織構成に経済実態のあることを裏付けられるか否か 

 中国国外企業の株主、ビジネスモデルおよび関連の組織構成の存続期間 

 中国課税財産の間接譲渡取引に係る中国国外での所得税の納付状況 

 持分の譲渡者が中国課税財産に間接的に投資し、それを間接的に譲渡する取引と、中国課税財産に直

接投資し、それを直接譲渡する取引の代替可能性 



 中国課税財産の間接譲渡に係る所得に対して中国で適用される租税条約または協定の状況等 

合理的な事業目的がないと直接認定される取引 

7 号公告の第 1 条が適用されない 2 つの場合（上述の“1. 適用範囲”を参照）およびグループ内再編に係

るセーフハーバールールが適用される場合（後述の“4. グループ内再編に係るセーフハーバールール”を

参照）を除き、もし間接譲渡取引に関連する全体のスキームが以下の 4 つの要件を同時に満たすならば、

そのスキームは“合理的な事業目的がない”ものと直接に認定される。 

 中国国外企業の持分の 75%以上の価値が直接または間接に中国課税財産から生じたものであること 

 中国課税財産の間接譲渡取引が発生する前一年間のいずれの時点においても、中国国外企業の資産総

額（現金を含まない）の 90%以上が直接または間接に中国国内の投資により構成されているか、ある

いは中国課税財産の間接譲渡取引が発生する前 1 年間において、中国国外企業が取得した収入の 90%

以上が直接または間接に中国国内を源泉としていること 

 中国国外企業および直接または間接に中国課税財産を保有する傘下企業が、所在国家（地域）で登録

され、法律の要求する組織形式は満たしているが、実際に履行する機能および負担するリスクが限定

的であり、それに経済実態のあることを裏付けるのに十分でないこと 

 中国課税財産の間接譲渡取引に係る中国国外での所得税の税負担が、中国課税財産を直接譲渡した場

合に中国で課される可能性のある税負担より低いこと 

7 号公告の解釈では、上記の 4 つ目の条件における“中国国外での所得税の税負担”について、ここでいう

税負担には、譲渡者の間接譲渡取引に係る居住国での税負担と、譲渡される中国国外企業の所在国での税

負担が含まれるとしている。 

4. グループ内再編に係るセーフハーバールール 

7 号公告の第 6 条では、適格のグループ内再編に係るセーフハーバールールについて規定している。それに

よれば、間接譲渡取引が以下の 3 つの要件を同時に満たす場合には、合理的な事業目的があるものとみな

され、中国において企業所得税は課されない。 

1） 取引の当事者双方の持分関係が以下のいずれかに該当すること 

 持分の譲渡者が直接または間接に持分の譲受者の 80%以上の持分を保有すること 

 持分の譲受者が直接または間接に持分の譲渡者の 80%以上の持分を保有すること 

 持分の譲渡者と持分の譲受者が同一の者に直接または間接に 80%以上の持分を保有されること 

中国国外企業の持分の 50%以上の価値が直接または間接に中国国内の不動産から生じたものである

場合、上述の持分保有割合の要件は 100%となる。 

2） 今回の間接譲渡取引の後に再度発生する可能性のある間接譲渡取引に係る中国での所得税負担が、

今回の間接譲渡取引が発生しなかった場合の同じまたは類似の間接譲渡取引と比べて減少しないこ

と 

3） 持分の譲受者が持分取引の対価を全て、自社またはこれと支配関係を有する企業の持分（上場企業

の持分を含まない）をもって支払うこと 

上述のセーフハーバールールはグループ内再編にとって望ましいものではあるが、3 つ目にある持分による

対価支払の要件は、セーフハーバールールを適用しようとする企業にとって一定の制約となり、慎重なプ

ランニングが必要となるだろう。また、公告では“これと支配関係を有する企業”について明確に定義し

ていないため、字面からだけでは、これが譲渡者の子会社のみを指すのか、あるいは親会社も指すのかが

明らかではない。 

5. 税金の源泉徴収または納付を行わない場合 

7 号公告では、698 号文の下で議論が生じた 2 つの問題について明らかにしている。取引の当事者が税金の

源泉徴収義務を負うか否かということと、間接譲渡に係る税金に関わる利息をどのように計算するかとい

うことである。 

7 号公告では、対価の支払者に源泉徴収義務を課している。ほとんどのケースにおいては、持分の譲受者が

支払者となる。7 号公告の第 8 条では、「不動産の間接譲渡に係る所得あるいは持分の間接譲渡に係る所得

について、本公告の規定に従って企業所得税を納付しなければならない場合、関連の法律規定あるいは契

約の約定に基づき、持分の譲渡者に対して直接に関連の金額を支払う義務を負う組織あるいは個人が源泉

徴収義務者となる」と規定している。 

第 8 条では同時に、源泉徴収義務者が源泉徴収をせず、持分の譲渡者も納税額を納付しない場合、管轄税



務機関は税収徴収管理法および同実施細則の関連規定に基づき、源泉徴収義務者の責任を追及できると規

定している。即ち、源泉徴収義務者が源泉徴収すべき税額を源泉徴収しない場合、税務機関は源泉徴収義

務者に対し、未納税額の 50%以上 3 倍以下の罰金を科すことができる。ただし、第 8 条によれば、間接譲

渡取引において、源泉徴収義務者が持分譲渡契約書あるいは協議書の締結日から 30 日以内に、規定に従っ

て取引の資料を提出した場合には、源泉徴収義務者の責任は軽減または免除される可能性がある。 

7 号公告では、持分の譲渡者が中国課税財産の間接譲渡に係る所得に対して納付すべき税額を期限までに納

付せず、あるいは不足があり、源泉徴収義務者も源泉徴収をしていない場合、持分の譲渡者に利息を課す

旨を明らかにしている。持分の譲渡者が中国国外企業の持分の譲渡契約書あるいは協議書の締結日から 30

日以内に、規定に従って取引の資料を提出するか、あるいは規定に従って申告納税を行った場合、基準利

率に基づき利息が計算される。一方、規定に従って資料を提出しないか、申告納税を行っていない場合、

基準利率に 5%を加えた利率で利息が計算される。ここでいう基準利率とは、税額の帰属する納税年度に中

国人民銀行が公布した、追加納税期間と同期間の人民元貸付の基準利率である。 

源泉徴収義務者としての罰金を科されるリスクがあることから、間接譲渡取引における持分の譲受者は、

税務機関に対して取引の報告を行い、あるいは少なくとも自らの利益を保護するために関連の事項につい

て持分の譲渡者と交渉しようとするかもしれない。同様に、利息の計算により高い利率が用いられること

を避けるために、持分の譲渡者も税務機関に対して取引の報告をしようとするかもしれない。 

6. 一般租税回避防止管理弁法との関連 

2014 年 12 月 2 日に国税総局は「一般租税回避防止管理弁法（試行）」（以下「弁法」）を公布した。698 号

文および 7 号公告に基づいて間接譲渡取引を直接譲渡取引とみなすのは、一般租税回避防止規則（General 

Anti-Avoidance Rule：“GAAR”）の適用によるものであるため、7号公告の第 11条では、税務機関が中国

課税財産の間接譲渡取引に対して調査、調整を行う場合には、一般租税回避防止に関する規定に従うべき

旨を規定している。この規定により、間接譲渡取引に対する税務機関の徴税管理が改善されるとともに、

潜在的な納税者となる企業の税法適用に関わる確定性が高められ、権利保護も図られることが望まれる。

例えば、弁法の規定によれば、一般租税回避防止案件の審査において、管轄税務機関は必ず重要な決定に

際して国税総局の承認を得なければならないとされている。また、企業も管轄税務機関による調整の決定

に異議がある場合には、調整が最終的なものとなる前にその異議を述べることができるとされている。 

コメント 

7 号公告は中国課税財産の間接譲渡に係る税務処理について、包括的な指針を提供するものであり、間接譲

渡取引に対する中国の税務機関の徴税管理実務を改善するとともに、納税者にとっての確定性を高める可

能性がある。中国課税財産の間接譲渡を過去に行ったが、まだ税務処理を行っていない取引の各当事者、

および中国課税財産の間接譲渡を今後行おうとしている投資者は、7 号公告の内容を理解したうえで、当該

公告が取引に与える影響を分析する必要がある。これには、何らかの措置を講じる必要があるか否かの検

討、および財務諸表における何らかの開示または引当計上の必要性に関する検討が含まれる。 
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